
人
人
％
人
人
％

決算額
4,973,372
899,972 ×
15,997 ×
19,288 ×
12,956 ×
452,945 構成比 ×
280,880 1.3 ×

- 27.3 ×
225,171 2.4 ×

- 8.0 ×
148,479 52.2 ×
5,164,061 52.1 ×
4,661,038 1.6 〇
503,023 7.2 ×

12,193,121 - ×
13,918 - ×
119,610 100.0 ×
154,923 -
26,019 -

1,273,732 -
-

975,960 - 〇 〇
56,212 - 〇 〇
4,752 - 〇 〇

1,234,178 100.0 × 〇
1,108,467 ○ ×
632,031 〇 ×
1,431,400 × 〇
55,700
729,600

19,224,323

3,801,033
2,432,497
1,937,480
1,318,971
1,318,971

-
7,057,484
2,388,433
92,773

2,935,926
1,712,490
2,170,632
526,286
77,689

-
3,163,160 千円
72,890

3,163,160

計 96.9 88.8

-
-
-

経 常 収 支 比 率

性 質 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％）

区　　　　　　分 決算額 構成比 充当一般財源等

産 業 構 造平 成 １８ 年 度
人

口

17 年 国 調 49,689
12 年 国 調 51,284
増 減 率 △ 3.1 区 分

人口集中地区人口
都道府県名 ０８

17年国調（人） -
団体名 ２２９５ 市町村類型 Ⅰ－1

１ ７ 年 国 調 １ ２ 年 国 調 12年国調（人） -
茨 城 県 稲 敷 市 地方交付税種地 Ⅱ－２

49,289 9.0 9.4決   算   状   況
住台
民帳
基人
本口

19. 3. 31 48,591
面積（ｋ㎡） 178.12

増 減 率 △ 1.4 人口密度（人） 279

第 １ 次
2,165 2,334

18. 3. 31

区 分 平成18年度（千円） 平成17年度（千円）
歳 入 の 状 況 （単位千円・％）

第 ２ 次
8,554 9,402

区　　　　　　　分 構成比 経常一般財源等 構成比 35.5 37.8 1７年国調世帯数 指定団体等
の指定状況

収

支

状

況

歳 入 総 額

新 産 歳 入 歳 出 差 引
翌年度へ繰越すべき財源

積 立 金 取 崩 し 額
半 島 実 質 単 年 度 収 支

19,224,323 19,313,488
地 方 税 25.9 4,973,372 42.4 15,043 歳 出 総 額 18,412,383 18,205,021

13,127 12年国調世帯数地 方 譲 与 税 4.7 899,972 7.7 811,940 1,108,467
利 子 割 交 付 金 0.1 15,997 0.1 55.5 52.8 14,423 工 特 33,311 463,460

地方 消費 税交 付金 2.3 452,945 3.9 山 振 積 立 金

第 ３ 次
13,367

1,315 84,636
ゴルフ場利用税交付金 1.4 280,880 2.4 離 島 繰 上 償 還 金
特別地方消費税交付金 - - - - 過 疎

市
町
村
民
税

個 人 均 等 割
所 得 割

63,242 -

自動車取得税交付金 1.2 225,171 1.9 法 人 均 等 割 116,926 -
1,359,039

134,937 △ 493,861
軽油 取引 税交 付金 - - - 法 人 税 割 398,994 - 首 都
地 方 特 例 交 付 金 0.8 148,479 1.2 2,596,002 - 近 畿

2,592,426 - 中 部 区 分 職員数（人） 給料月額（百円） １人当たり平均給料月額（百円）地 方 交 付 税 26.9 4,661,038 39.7
普 通 24.2 4,661,038 39.7 軽 自 動 車 税 82,412 - 市 町 村 圏 1,255,450

66 159,850
28 98,530

3,154
特 別 2.6 - - 356,757 - 特定農山村 うち技能労務員

398
2,422

（ 一 般 財 源 計 ） 63.5 11,690,098 99.6 鉱 産 税 - - 財 政 再 建 教 育 公 務 員 3,519
交通安全対策特別交付金 0.1 13,918 0.1 特別土地保有税 - - 指数表選定 消 防 職 員

一 般 職 員

分 担 金 ・ 負 担 金 0.6 - - （ 法定普通税計 ） 4,973,372 - 財 源 超 過
使 用 料 0.8 18,320 0.2 法 定 外 普 通 税 - -

臨 時 職 員

3,178合 計 426 1,353,980
- -手 数 料 0.1 - -

定数
国 庫 支 出 金 6.6 - - 目 的 税 - -

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 適用開始年月日
１人当たり平均給料
（報酬）月額（百円）国 有 提 供 交 付 金 - - - -

特 別 職 等

都 道 府 県 支 出 金 5.1 - - 市区町村長 1 H17.7.1- - 議員公務災害 7,800
財 産 収 入 0.3 13,649 0.1 都 市 計 画 税 - - 非常勤公務災害

し 尿 処 理
ご み 処 理 副 市 長 1 H17.3.22 6,800

寄 附 金 0.0 - - 水利地益税等 - - 退 職 手 当 火 葬 場 収 入 役 1 H17.3.22 6,400
繰 入 金 6.4 - - 4,973,372 - 事務機共同合　　　　計 常 備 消 防 教 育 長 1 H17.3.22 6,400
繰 越 金 5.8 - - 税 務 事 務 小 学 校 議 会 議 長 1 H19.4.1 4,200
諸 収 入 3.3 776 0.0 老 人 福 祉 中 学 校 議会副議長 1 H19.4.1 3,800
地 方 債 7.4 - - 伝 染 病 そ の 他 議 会 議 員 24 H19.4.1 3,600

歳 入 合 計 100.0 11,736,761 100.0

うち減税補てん債
うち臨時財政対策債

0.3
3.8

-

目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 区 分 （単位千円・％）
構成比 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等

⑱
年
度

7,518 344,229

経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　　　分 決 算 額 Ａ

38,108 2,624,120
122,907 2,608,914

基準財政収入額 5,450,012
人 件 費 20.6 3,665,860 3,559,970 28.4 議 会 費 351,429 1.9 基準財政需要額 8,755,157
う ち 職 員 給 13.2 2,320,214 - 総 務 費 2,821,979 15.3 標 準 税 収 入 額 6,956,657

扶 助 費 10.5 685,285 685,285 5.5 民 生 費 4,336,086 23.5 標 準 財 政 規 模 11,617,695
公 債 費 7.2 1,225,075 1,225,075 9.8 衛 生 費 1,742,896 9.5 30,368 1,691,421 財政力指数 16 ～ 18 0.650
内
訳
元 利 償 還 金 7.2 1,225,075 1,225,075 9.8 労 働 費 - - - - 実 質 収 支 比 率 6.7
一時借入金利子 - - - - 農林水産業費 1,029,409 5.6 117,092 819,535 経常一般財源等比率 101.0

（ 義 務 的 経 費 計 ） 38.3 5,576,220 5,470,330 43.7 商 工 費 135,317 0.7 15,684 110,314 公 債 費 負 担 比 率 8.6
物 件 費 13.0 1,722,303 1,572,577 12.6 土 木 費 2,433,718 13.2 1,545,867 1,242,419 公 債 費 比 率 7.4
維 持 補 修 費 0.5 75,511 75,511 0.6 消 防 費 1,017,558 5.6 195,336 804,907 起 債 制 限 比 率 5.1

9.3 1,712,490 1,673,520 13.4 災 害 復 旧 費 - - -
21.0

-
積立金
現在高

財 調 1,922,148

- 特 定 目 的 4,718,107
1,225,075 減 債 789,12911.8 1,852,167 1,502,907

15.9 2,804,299 2,631,596

12.0 公 債 費 1,318,971 7.2
諸 支 出 金 - -

-

44,987 -
-2.9 500,553 -

- 前年度繰上充 -
-

14,123,260
前年 度繰 上充 用金 - -

- - - 地 方 債 現 在 高0.4

1,076,444

827,853
経常経費充当一般財源等計 う ち 政 府 資 金 10,731,235

17.2 11,252,921 債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入

そ の 他
18,412,383 100.0 3,163,1600.4 72,890 13,403,893 保 証 ・ 補 償 -

普通建設事業費 17.2 827,853 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合　計
325,728

歳 出 合 計
287,161

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ） 9,634
21,521被 保 険 者 数 （ 人 ）

再 差 引 収 支 176,25779,720 89.9 ％ 上水道
2,290,959 12.5うち
872,201 4.7補 助

95.9 ％ （減税補てん債,臨
時財政対策債除く） 854,286

収 益 事 業 収 入 -
- - - 下水道

748,133 簡 水 1,345
655,983

失業対策事業費 - - - 国　 保 380,027
被保険者
１人当たり

79

事
業
会
計
の
状
況

国

民

健

康

保

険
市町村民税

153 純固定資産税

土地開発基金現在高
96.1 84.4

現
年

歳入一般財源等 老　 保 584,497 国 庫 支 出 金
保険税（料）収入額

歳 出 合 計 18,412,383 100.0 13,403,893 95.1 79.914,215,833 千円 介　 護 339,102 保 険 給 付 費

徴
収
率

合 計
72

19,288
12,956

0.2
0.1

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

0.1
0.1

（単位千円・％）

区 分 徴 収 済 額 超過課税分

市 町 村 税 の 状 況

固 定 資 産 税

市 町 村 た ば こ 税

入 湯 税
事 業 所 税

内
　
訳

旧 法 に よ る 税

うち純固定資産税

一
般
職
員
等

645,007
△ 578,497

低 開 発
産 炭

実 質 収 支
単 年 度 収 支

778,629
133,622

10.5実 質 公 債 費 比 率教 育 費 3,225,020 17.5 1,090,280 1,932,959補 助 費 等
うち一部組合負担金

繰 出 金

う ち 人 件 費
内
　
　
訳

単 独
災 害 復旧事業費

投 資 的 経 費

投資・出資金・貸付金
積 立 金

実質的なもの -

（
支
出
予
定
額

）

100,011

2,484,985 実 質 収 支


